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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第155期

第１四半期連結
累計期間

第156期
第１四半期連結

累計期間
第155期

会計期間

自平成29年
４月１日

至平成29年
６月30日

自平成30年
４月１日

至平成30年
６月30日

自平成29年
４月１日

至平成30年
３月31日

売上高(百万円) 57,346 60,193 244,826

経常利益(百万円) 4,074 3,452 20,153

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益(百万円)

2,755 2,158 14,659

四半期包括利益又は包括利益(百万円) 473 997 12,594

純資産額(百万円) 194,300 199,254 204,157

総資産額(百万円) 330,586 337,340 339,958

１株当たり四半期(当期)純利益(円) 6.79 5.34 36.12

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益
金額(円)

― ― ―

自己資本比率(％) 58.2 58.5 59.5

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準を遡って適用した後の指標等となっている。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期（平成30年４～６月）におけるわが国経済は、政府の経済対策等の効果を背景に緩やかな回復基調

が続いた。

セメント業界においては、東京五輪関連や都市部の再開発工事、物流施設等の民間設備投資が好調、また、熊本

地震復興需要や北陸新幹線関連といった公共投資も堅調に推移したことにより官公需、民需ともに増加したことか

ら、セメント国内需要は、前年同期を2.2％上回る10,461千トンとなった。一方、輸出は、前年同期を16.4％下回っ

た。この結果、輸出分を含めた国内メーカーの総販売数量は、前年同期を1.8％下回る12,967千トンとなった。

このような情勢の中で、当社グループは、平成29年度から「2017－19年度中期経営計画」をスタートさせており、

セメント関連事業においては、「海外セメント戦略」・「周辺市場での拡大」・「事業基盤の強化」、高機能品事

業においては、「主力製品の増産対応」・「新規事業・新製品の開発」に係る諸施策に取り組んだ。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、60,193百万円と前年同期に比べ2,847百万円の増収、経常利

益は3,452百万円と前年同期に比べ622百万円の減益となった。また、親会社株主に帰属する四半期純利益について

は、2,158百万円と前年同期に比べ597百万円の減益となった。

セグメントの業績は、次の通りである。

　

１ セメント

セメント販売数量が前年同期を上回ったことなどから、売上高は、47,349百万円と前年同期に比べ1,495百万

円（3.3％）の増収となったものの、営業利益は、石炭の価格が高騰したことなどから1,433百万円と前年同期

に比べ1,186百万円（45.3％）の減益となった。

　

２ 鉱産品

石灰石及び骨材の販売数量が増加したことなどから、売上高は、3,138百万円と前年同期に比べ240百万円

（8.3％）の増収となり、営業利益は、476百万円と前年同期に比べ8百万円（1.9％）の増益となった。

　

３ 建材

地盤改良工事が増加したことなどから、売上高は、3,777百万円と前年同期に比べ358百万円（10.5％）の増

収となったものの、営業利益は、コンクリート二次製品の生産コストが増加したことなどから、66百万円と前

年同期に比べ18百万円（22.0％）の減益となった。

　

４ 光電子

新伝送方式用光通信部品等の販売数量が減少したことから、売上高は、986百万円と前年同期に比べ586百万

円（37.3％）の減収となり、損益は、生産コストが減少したことなどから、67百万円の営業損失と前年同期に

比べ63百万円の改善となった。

　

５ 新材料

半導体製造装置向け電子材料の販売数量が増加したことなどから、売上高は、2,826百万円と前年同期に比べ

1,088百万円（62.6％）の増収となり、営業利益は、475百万円と前年同期に比べ212百万円（80.7％）の増益と

なった。

　

６ 電池材料

二次電池正極材料の販売数量が減少したことなどから、売上高は、507百万円と前年同期に比べ231百万円

（31.3％）の減収となり、損益は、32百万円の営業損失と前年同期に比べ103百万円の悪化となった。

　

７ その他

電気設備工事が増加したことなどから、売上高は、1,606百万円と前年同期に比べ、481百万円（42.9％）の

増収となり、営業利益は、367百万円と前年同期に比べ、2百万円（0.7％）の増益となった。
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(2) 財政状況の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、337,340百万円と前連結会計年度末と比較して2,618百万円の減少とな

った。増減の主なものは、現金及び預金の減少10,481百万円、その他の流動資産の増加8,285百万円である。

　負債は、138,085百万円と前連結会計年度末と比較して2,284百万円増加となった。増減の主なものは、有利子負

債の増加1,746百万円である。

　純資産は、199,254百万円と前連結会計年度末と比較して4,902百万円減少となった。増減の主なものは、自己株

式の消却に伴う資本剰余金の減少4,725百万円である。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はない。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、791百万円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,470,130,000

計 1,470,130,000

（注）平成30年６月28日開催の第155回定時株主総会において、平成30年10月１日をもって、普通株式10株を１株に併

合する旨及び発行可能株式総数を1,470,130,000株から130,000,000株に変更する旨が承認可決されている。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年８月８日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 406,432,175 406,432,175
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株である。

計 406,432,175 406,432,175 ― ―

（注）１．平成30年５月30日開催の取締役会決議により、平成30年６月15日付で自己株式の一部を消却し、発行済株

式総数が11,000,000株減少している。

２．平成30年６月28日開催の第155回定時株主総会において、株式の併合について承認可決されており、また、

平成30年５月10日開催の取締役会において、単元株式数の変更について決議している。これにより、平成

30年10月１日をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更し、併せて普通株式10株を１株に併合す

る。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年６月15日 △11,000,000 406,432,175 ― 41,654 ― 10,413

（注）１．自己株式の消却による減少である。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 11,626,000

― 単元株式数は1,000株である。

完全議決権株式(その他) 普通株式 402,491,000 402,491 単元株式数は1,000株である。

単元未満株式 普通株式 3,315,175 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 417,432,175 ― ―

総株主の議決権 ― 402,491 ―

（注）平成30年５月30日開催の取締役会決議に基づき自己株式11,000,000株を消却したことにより、当第１四半期会

計期間末日現在の自己株式数は、626,000株となっている。

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

住友大阪セメント
株式会社

東京都千代田区
六番町6番地28

11,626,000 ― 11,626,000 2.79

計 ― 11,626,000 ― 11,626,000 2.79

（注）平成30年５月30日開催の取締役会決議に基づき自己株式11,000,000株を消却したことにより、当第１四半期会

計期間末日現在の自己株式数は、626,000株となっている。

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新

日本有限責任監査法人となった。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,204 11,723

受取手形及び売掛金 ※2 52,595 ※2 50,906

商品及び製品 7,236 7,451

仕掛品 2,805 3,681

原材料及び貯蔵品 12,734 13,532

短期貸付金 182 189

その他 2,104 10,390

貸倒引当金 △32 △29

流動資産合計 99,831 97,845

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 167,792 168,663

減価償却累計額 △117,213 △117,865

建物及び構築物（純額） 50,579 50,798

機械装置及び運搬具 431,631 436,843

減価償却累計額 △374,118 △376,450

機械装置及び運搬具（純額） 57,512 60,393

土地 37,455 37,455

建設仮勘定 8,016 5,367

その他 34,936 35,292

減価償却累計額 △18,968 △19,126

その他（純額） 15,967 16,165

有形固定資産合計 169,532 170,181

無形固定資産 2,454 2,393

投資その他の資産

投資有価証券 58,787 57,534

長期貸付金 2,692 2,797

繰延税金資産 1,191 1,178

退職給付に係る資産 400 403

その他 5,205 5,142

貸倒引当金 △137 △136

投資その他の資産合計 68,140 66,919

固定資産合計 240,127 239,494

資産合計 339,958 337,340
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2 29,615 ※2 31,238

短期借入金 21,326 21,891

コマーシャルペーパー － 2,000

1年内返済予定の長期借入金 6,503 6,254

未払法人税等 2,543 674

賞与引当金 2,312 1,374

その他 12,438 14,295

流動負債合計 74,740 77,729

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 23,977 23,408

繰延税金負債 12,314 12,287

役員退職慰労引当金 161 149

ＰＣＢ廃棄物処理費用引当金 140 85

退職給付に係る負債 2,819 2,818

資産除去債務 1,055 1,010

その他 10,591 10,594

固定負債合計 61,060 60,355

負債合計 135,801 138,085

純資産の部

株主資本

資本金 41,654 41,654

資本剰余金 29,284 24,559

利益剰余金 107,228 107,093

自己株式 △4,871 △3,749

株主資本合計 173,295 169,557

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 28,584 27,709

為替換算調整勘定 727 395

退職給付に係る調整累計額 △186 △186

その他の包括利益累計額合計 29,126 27,918

非支配株主持分 1,736 1,779

純資産合計 204,157 199,254

負債純資産合計 339,958 337,340
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 57,346 60,193

売上原価 44,892 48,406

売上総利益 12,453 11,787

販売費及び一般管理費 8,705 9,050

営業利益 3,747 2,737

営業外収益

受取利息 11 16

受取配当金 449 546

為替差益 － 294

持分法による投資利益 70 97

受取賃貸料 35 34

その他 130 113

営業外収益合計 696 1,101

営業外費用

支払利息 185 190

為替差損 45 －

その他 138 195

営業外費用合計 369 386

経常利益 4,074 3,452

特別利益

固定資産売却益 27 10

投資有価証券売却益 206 6

抱合せ株式消滅差益 106 －

特別利益合計 340 16

特別損失

固定資産除却損 507 270

固定資産売却損 0 0

特別損失合計 507 270

税金等調整前四半期純利益 3,907 3,198

法人税、住民税及び事業税 697 612

法人税等調整額 390 379

法人税等合計 1,087 992

四半期純利益 2,819 2,205

非支配株主に帰属する四半期純利益 63 47

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,755 2,158
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 2,819 2,205

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,280 △874

為替換算調整勘定 △102 △332

退職給付に係る調整額 36 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0

その他の包括利益合計 △2,346 △1,207

四半期包括利益 473 997

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 409 950

非支配株主に係る四半期包括利益 63 47
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示している。

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 偶発債務

銀行借入金等に対する保証債務は次の通りである。

① 銀行借入金について行っている保証債務（再保証を含む）

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

嘉華建材有限公司 799百万円 八戸バイオマス発電㈱ 1,394百万円

その他(１社) 637 その他(１社) 637

計 1,436 計 2,032

② 生コンクリート協同組合からの商品仕入債務に対する保証債務

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

野原産業セメント㈱ 57百万円 塚本建材㈱ 57百万円

その他(２社) 32 その他(３社) 41

計 90 計 98

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であっ

たが、満期日に決済が行われたものとして処理している。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の通

りである。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

受取手形 3,651百万円 3,566百万円

支払手形 1,389 1,148

設備関係支払手形 6 5

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産にかかる償却費を含む。)は、次の通りである。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 3,968百万円 4,391百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

配当に関する事項

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,029 5.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

配当に関する事項

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,231 5.5 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

２ 株主資本の著しい変動

　当社は、平成30年5月30日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得および消却を行っている。当第

１四半期連結累計期間においては、取得により自己株式が3,597百万円増加し、消却により資本剰余金が

4,725百万円、自己株式が4,725百万円それぞれ減少している。当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金お

よび自己株式はそれぞれ24,559百万円、3,749百万円となっている。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自平成29年４月１日 至平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント 注1 注2

セメント 鉱産品 建材 光電子 新材料 電池材料 その他 計 調整額 四半期連結
損益計算書
計上額

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

45,854 2,897 3,419 1,572 1,738 738 1,124 57,346 ― 57,346

(2)セグメント
間の内部売上高
又は振替高

762 1,032 709 1 ― ― 1,258 3,765 △3,765 ―

計 46,617 3,929 4,129 1,574 1,738 738 2,383 61,111 △3,765 57,346

セグメント利益
又は損失（△）

2,619 467 84 △131 262 70 364 3,738 9 3,747

(注) １．セグメント利益の調整額９百万円は、セグメント間取引消去である。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自平成30年４月１日 至平成30年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント 注1 注2

セメント 鉱産品 建材 光電子 新材料 電池材料 その他 計 調整額 四半期連結
損益計算書
計上額

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

47,349 3,138 3,777 986 2,826 507 1,606 60,193 ― 60,193

(2)セグメント
間の内部売上高
又は振替高

770 1,071 633 0 ― ― 1,141 3,616 △3,616 ―

計 48,119 4,210 4,411 986 2,826 507 2,748 63,810 △3,616 60,193

セグメント利益
又は損失（△）

1,433 476 66 △67 475 △32 367 2,718 18 2,737

(注) １．セグメント利益の調整額18百万円は、セグメント間取引消去である。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りである。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ６円79銭 ５円34銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,755 2,158

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

2,755 2,158

普通株式の期中平均株式数(千株) 405,875 404,092

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

(重要な後発事象)

該当事項なし。

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成３０年８月７日

住友大阪セメント株式会社

取締役会 御中

　 EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 香 山 良 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 川 高 史 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友大阪セメン

ト株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日

から平成30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友大阪セメント株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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